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環境管理局自動車環境対策課

１．事業の概要

平成１３年６月に自動車ＮＯｘ・ＰＭ法が成立し、関係８都府県におい

て自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画が作成され、各種施策を総合的に推進

しているところである。

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の推進に資するため、①自動車交通による環境影

響の評価のための基礎情報調査、②ＮＯｘ・ＰＭの総量削減対策の進行管

理、③道路粉じん等による大気汚染実態の把握及び検討、④使用過程車の

ＮＯｘ・ＰＭの排出実態の把握及び検討、⑤都市における交通と環境の調

和を図る施策の在り方、⑥局地的な高濃度汚染が見られる道路沿道地域の

改善事業を引き続き実施する。

特に、自動車交通環境影響総合調査については、計画中間年総合調査と

して周辺13府県も含めた調査を実施する。また、目標年となる平成22年度

において高濃度の予測される局地的な汚染箇所における対策の準備を強化

するため、調査対象地点数を倍増させる（H16：２箇所→H17：４箇所）。

２．事業計画

項 目 H16 H17 H18 H19 H20以降

総合調査

① ○ ◎ ○ ○ ○自動車交通環境影響総合調査（H14～)〈２４２百万円〉

改正法に対応した総量削減対策進行管理調査（H14～)〈２６百万円〉②

移動発生源起因排出負荷量等実態調査（H15～)〈１５百万円〉③

使用過程車 低減対策調査（H15～)〈５５百万円〉④ NOx･PM

都市と交通と環境の統括に向けた政策高度化調査（H16～)〈２５百万円〉⑤

局地における大気汚染改善事業（H16～)〈７１百万円〉⑥

３．施策の効果

平成１７年度の総量削減計画の中間点検に反映させ、新たな施策の必要

性について検討するとともに、目標としている平成２２年度における二酸

化窒素、浮遊粒子状物質に係る環境基準の達成を図る。



自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減対策推進費

NOx規制値

100

85

70

61

52

43

33

24

14

0 20 40 60 80 100

昭和４９年

５４年

６３年～平成２年

９～１１年

１７年

PM規制値

100

36

26

4

0 20 40 60 80 100

平成６年

９～１１年

１５～１６年

１７年

自動車排ガス量

ＰＭ発生源別寄与割合

自動車交通量

エ 使用過程
車調査

オ 政策高度
化調査

ウ 移動発生
源実態調査

国：車種規制（新車への代替）

ア 自動車総合調査

自治体：総量削減計画

イ 進行管理調査

事業者：自動車使用管理計画

法措置外

キ 事業者モデル事業

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法

16.5%

11.6%

28.7%

28.1%

12.3%
4.2%

18.7%

12.3%
3.3%

8.1%

25.4%

30.9%

平均濃度

37.8μg/m
3

工場・事業場

自動車

その他

自然界由来

一次粒子

二次生成粒子

道路粉じん実態把握

１６年度終了

流入実態の把握

必要に応じ自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の見直し必要に応じ自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の見直し

平成１７年度中間点検
カ 局地改善
事業

http://www.hino.co.jp/j/service/lineup/ranger/hnline_ranger_01.html

